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１．はじめに 

諸外国の技術政策動向を把握し、我が国の現状の

技術政策の先進度を確認して、必要に応じて諸外国

の知見を国内施策の推進に役立てていくことは重要

である。本稿では、気候変動適応研究本部（本部長：

国総研所長、以下、「研究本部」という。）におけ

る分野横断的な研究活動を円滑に推進するための基

盤の一つとして継続的に実施している、気候変動を

踏まえた水技術政策に関する海外情報モニタリング

の取組を紹介する。 

 

２．海外情報モニタリング 

研究本部では、米英蘭の水災害・水資源管理に係

る気候変動適応策に関する事例調査をはじめ、従来

から諸外国の技術基準・指針を入手し、あるいは現

地を訪問して技術者等から直接聞き取りを行うなど

により気候変動適応に関する諸外国の技術政策動向

の把握を行っており、その調査国数は13カ国にのぼ

る1)。本稿で紹介する取組は、こうして蓄積した情報

や調査の効率性を考慮し、表に例示するように、国

別に選定した重点的に情報収集する機関の公式ホー

ムページを定期的に確認して情報更新を追跡する

“定点観測”を基本に、海外の主に公的機関のWebサ

イトから先進的な気候変動適応策に関する情報を収

集し、要約した上で研究本部ホームページに海外最

新情報として掲載するものである。 

この取組を開始した2015年度から2021年度までの

約７年間で計23回の情報集約を行い、延べ138の記事

を掲載した2)。国別記事数はアメリカ、イギリスの 

表 国別重点的情報収集対象機関と掲載記事数 

※記事数は2021年3月までの数。 
※上記３カ国の他、2015年からの調査対象としてEU等の国際機関
や海外メディア等（記事数10）、及び2019年から調査対象に追
加したフランス（記事数８）、ドイツ（記事数３）がある。 

 

当該分野における活発な動きをうかがわせるが、気

候変動予測の進展を踏まえつつ洪水対策を計画的に

推進するオランダの先進的な技術政策動向も、我が

国の参考となる示唆に富んだ内容であり、興味深い。 

 

３．今後の展開 

諸外国の気候変動適応策に係る調査・研究、政策

の検討・実施状況は次々に変化しているため、最新

情報を収集・整理・分析し続けることが重要である。

今後も本稿で紹介した取組を継続するとともに、必

要に応じて現地調査を組み合わせた効果的・効率的

な技術政策モニタリングを進めていく考えである。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.749 pp.Ⅱ-163-210 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0

749.htm 

2) 気候変動適応研究本部ホームページ 海外事例 

http://www.nilim.go.jp/lab/kikou-site/20info.h 

tml#T02 

国 重点的情報収集対象機関 記事数 

アメリカ 
緊急事態管理庁、陸軍工兵隊、

海洋大気庁、地質調査所 など 
64 

イギリス 
環境・食料・農村地域省、 

環境庁 
42 

オランダ 
デルタ委員会、王立水機構 

など 
11 
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１．はじめに 

下水道事業を行う自治体の財政難や技術職員の

減少を背景として、施設の広域化による運転管理の

効率化や熟練職員からの適切な技術継承などが喫

緊の課題となっている。この課題解決の手法として、

ICTやAIを活用した運転管理技術の利用が期待され

ている。一方で、関連する新技術も開発されつつあ

るが、まだ実績が少なく導入に慎重な下水道事業者

も多い。このため、国土交通省では、「下水道革新

的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）」を2011年

度より開始しており、国総研下水道研究部は、実証

事業の実施機関となっている（B-DASH： 

Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage 

High technology）。その目的は、下水道事業におけ

るコスト縮減や効率的な運転管理等を実現するた

め、優れた革新的技術を実証したのち、技術導入の

ためのガイドラインを策定し、当該技術を普及させ

ることである。ここでは、2021年度より、実規模実

証事業を始めた３技術について報告する。 

 

２．実証技術の概要等 

各技術の概要について紹介する。  

(1) ICTを活用した下水道施設広域管理システム 

本技術は、制御設備の製造業者が異なる複数の処

理場・ポンプ場を拠点施設から効率的に遠隔監視・

制御する広域管理システムの実現を目指すもので

ある。具体的には、製造業者ごとに異なるシステム

を接続するため、共通の通信仕様を定める①共通プ

ロトコル方式及び②リモートデスクトップ方式並

びに①と②を組み合わせる方式を用いて遠隔監視・

制御を行うことで、通信の信頼性・安定性と建設・

維持管理コストの低減効果を、倉敷市にある6施設

において実証する。（図-1） 

 (2) AIを活用した下水処理場運転操作の先進的支

援技術 

本技術は、熟練技術者のノウハウ継承等により運

転管理の最適化・効率化を目指すものである。具体

的には、下水処理場の流入水質や処理量等の運用デ

ータを基に、 

①画像処理AI:沈殿池の水面等の画像から異常を

検知 

②水質予測AI:現在及び推定した運転操作量に対

して処理水質を予測 

③対応判断AI:原因と対応の関連を見える化し、取

るべき対策を提示 

④運転操作AI：最適な運転操作量を導出 

 

図-1 技術の概要（広域管理） 
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を活用して、運転操作の支援による処理水質の安定

化と維持管理コストの低減効果を、広島市西部水資

源再生センター、船橋市高瀬下水処理場において実

証する。（図-2） 

(3)AIを用いた分流式下水道の雨天時浸入水対策支

援技術 

本技術は、分流式下水処理場の雨天時浸入水に起

因する処理水量増加に対応する最適な運転操作の実

現を目指すものである。具体的には、AIを活用して

流入水量や熟練技術者の運転ノウハウ等を学習し、

雨天時のポンプ等の運転操作を支援する技術につい

て、運転操作の負担低減、放流水質の確保、溢水リ

スク低減効果を、愛知県衣浦西部浄化センターにお

いて実証する。（図-3） 

 

３．成果の活用及び今後の展開 

今後、実証研究の成果に基づき、有識者や地方公

共団体の意見も踏まえた上で、技術毎にガイドライ

ンとしてとりまとめることとしている。ガイドライ

ンの標準的な構成は以下のとおりである。 
 

表 ガイドラインの構成 

第1章 総則 目的、適用範囲、用語の定義 

第2章 技術の概要 技術の特徴、適用条件、評価結果 

第3章 導入検討 導入検討手法、導入効果検討例 

第4章 計画・設計 導入計画、設計 

第5章 維持管理 点検項目、頻度等 

資料編 実証結果、ケーススタディ等 

 

また、国総研では、ガイドライン説明会を開催す

る等を通じて革新的技術の普及展開に努めている。

2021年5月までに、実規模実証事業として52技術を採

択し、35のガイドラインを公表し、導入されたB-DASH

技術は13技術140件に及んでいる。更なる普及展開の

ために、国土交通省下水道部とも連携し、「B-DASH

技術を踏まえたエネルギー性能指標の設定、交付金

要件化」、「実証研究後の自主研究のフォローアッ

プを通じたガイドラインの改善」、「コスト計算ツ

ールの作成」等の取組みを行っている。今後も、新

技術の実証に取り組んでいくとともに、普及展開に

努めていく所存である。 

☞詳細情報はこちら 

【参考】各種ガイドライン掲載 

 

 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm  

【参考】B-DASH技術適用表等掲載 

 

 

 

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/miz

ukokudo_sewerage_tk_000450.html  

 

図-2 技術の概要（AIによる運転操作支援） 

 

図-3 技術の概要（雨天時における対策支援） 
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